
株 主 の皆様へ

平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

第113期 年次報告書

［証券コード：6333］

〒679-4395 兵庫県たつの市新宮町平野60番地
TEL 0791-75-0411（代表）

（ご注意）
1.  株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機

関（証券会社等）で承ることとなっております。株主名簿管理人（三井住友信託銀行）ではお取扱いできま
せんのでご注意ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記特別口座の口座管理機関（三井住友
信託銀行）にお問合せください。

3.未受領の配当金につきましては、三井住友信託銀行本支店でお支払いいたします。

【特別口座の口座管理機関の変更に関するご案内】
平成28年6月30日をもって、特別口座の口座管理機関を三菱UFJ信託銀行から三井住友信託銀行に変更い
たしました。

株主メモ

■ 事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日までの1年
■ 定 時 株 主 総 会 毎年6月
■ 基 準 日 定時株主総会　3月31日

期末配当　　　3月31日
中間配当　　　9月30日
その他必要がある場合、あらかじめ公告する一定の日

■ 株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社

■ 同 連 絡 先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-782-031（フリーダイヤル）

■ 公 告 の 方 法 電子公告により行う
公告掲載URL　http://www.teikokudenki.co.jp/
(ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

● 株主優待基準日：毎年3月31日

● 内容
 200株以上、1,000株未満…1,000円分の図書カード
 1,000株以上、2,000株未満…3,000円相当のカタログギフト
 2,000株以上…5,000円相当のカタログギフト

図書カードにつきましては、株主総会決議通知に同封させていただいておりますが、
カタログギフトにつきましては、7月上旬にカタログを発送させていただきます。

　当社では、下記のとおり株主優待を実施しておりますので、ご案
内申しあげます。

株主優待のご案内



第113期の業績についての総括を
お願いします。

第113期の業績は、残念ながら前期と比べて減
収・減益という結果になりました。

国内市場については、石油化学業界の業績回復に
伴う設備更新需要を中心に受注・売上ともに堅調に推移しま
した。一方で中国市場については、景気の低迷が予想以上に
長引き、インフラ関連の設備投資の動きはあったものの、受
注・売上ともに低調に推移しました。

また、アメリカ市場についても、原油価格の下落や大統領
選挙の影響でプロジェクトに様子見の動きが広まったことか
ら受注・売上ともに期待していたほどの伸びはありませんで
した。

これらに加え、円高による為替換算の影響が収益を押し下
げる要因となりました。

第114期の計画についてお聞かせください。

第114期をスタートさせるにあたり、「原点回帰」
を新しいスローガンに掲げました。本社工場リニュー
アルに伴い、今一度創業の精神に立ち返り、新生帝

国電機としてゼロからスタートしようという意味を込めてい
ます。第114期の受注高・売上高・生産高については、達成
できなかった第113期の計画に再チャレンジし、達成するこ
とを最低限の目標としております。

そのためには、コストダウンや効率化で価格競争力をつけ
る必要がありますので、新工場の稼働というタイミングにあ
わせて、製造部門だけでなく全社を挙げて、更なる生産性向
上の取り組みを進めてまいります。同時に、技術開発のテコ
入れも行い、新分野への参入や各国の規格対応等にも注力い
たします。

株主の皆様へ

創業の精神に立ち返り、
当社の新たな未来を創り上げていきます。 Q Q

A A

（注）   在外子会社の収益及び費用は、従来、それぞれの決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当連結会計年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。
なお、前連結会計年度までにつきましても遡及適用した金額を記載しております。

宮地 國雄代表取締役
社長執行役員

1 2

20,734 20,702
19,277

（単位：百万円）

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

■ 売上高 

2,316
2,166

1,712

営業利益率（%） （単位：百万円）

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

8.9

11.2
10.5

■ 営業利益／営業利益率

1,886

1,420
1,251

（単位：百万円）

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

■ 親会社株主に帰属する
　 当期純利益

2,893

2,030
1,774

（単位：百万円）

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

■ 経常利益



日本・中国・アメリカ市場の動向を、
どのように予想されていますか。

国内市場では、キャンドモータポンプの活用を様々
な分野で提案しておりますが、本年1月に製鉄会社
宛てにキャンドモータ型ボイラー循環ポンプを納入

致しました。これは製鉄所のボイラー循環水の送液に、キャ
ンドモータポンプを使用するというものです。400℃を超え
る高温のボイラーを必要とする製鉄所において、高温高圧へ
の耐性とともに、キャンドモータポンプの長所の一つである、
メンテナンスの容易さに注目いただきました。引き続き、製
鉄所や電力会社、製造業の発電設備を対象に新設や更新案件
向けの需要を開拓してまいります。

その他にも、例えば農薬分野や製薬分野、食品等、まだま
だキャンドモータポンプの国内市場での拡大余地はあると考
えております。

中国については、昨年までストップしていた石油化学関係
のプロジェクトが動き出し、当社製品への引き合いが確実に
増えてきています。また、インフラ整備の動きが強まってい

ることから、当社の得意分野である鉄道関係のポンプについ
ても、昨年の後半から受注のペースが戻ってきました。高速
鉄道網も1万km以上の線路拡張が決定されたため、今後も需

本社新工場

本社全景

本社東門
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Q

A

要の増加が期待できると考えています。
それ以外にも、中国は政府指導のもと、環境への取り組み

が進められており、石油化学、石油精製といった分野でも二
酸化硫黄や窒素酸化物の抑制が求められる事から当社ポンプ
への引き合いが増えてくる見込みです。また、石炭化学といっ
た新しい分野も期待できます。中国では石炭を原料に石油
代替エネルギーを生産するための技術開発が進められており、
そのプロセスでは高温高圧に対応したポンプが必要となりま
す。中国経済の見通しには不透明感があるものの、キャンド
モータポンプを必要とする分野はまだまだ増えると思われま
すので、今後に期待しています。

アメリカについては、現在建設中のシェールガス関連のエ
チレンプラントが2018年から2019年頃にかけて本格稼働
する見通しです。また、原油価格の持ち直しに伴いシェール
ガス関連の新規プロジェクトも出てまいりました。

アメリカではそれ以外に、冷凍機ポンプのシェア拡大が順
調に進んでおります。昨年から始めたノックダウン式の生産

体制（日本の本社で作った部品をTEIKOKU USA INC.でス
トックし、受注に応じて組み立てた後、検査、納品する生産
方式）が本格稼働し、これまでの課題であった納期を解決で
きたことから、大きくシェアを伸ばすことができました。ま
た、納期面での問題で今までご検討すらいただけなかったユー
ザーにも、改めて「漏れない」というキャンドモータポンプ
の特長を評価していただけるようになり、従来のメカニカル
シールポンプからの置き換えも進んでおります。

ボイラー循環ポンプ
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株主様へのメッセージをお願いします。

当社は、小ぶりであっても強い、しなやかで筋肉
質な会社を目指しております。無駄を省き、当社に
しかできない提案によって市場を拡大し、収益力を

高めていきたいと考えております。
そのため営業利益率を重要指標ととらえ、営業利益率12％

以上とすることを重要課題としております。
株主の皆様に長く応援いただける企業になるため、これか

らも精一杯努めてまいりますので、一層のご支援を賜ります
よう、よろしくお願いいたします。

株主の皆様へ

Q

Hydrodyne(India)Pvt.Ltd.社の子会社化
の狙いについてお聞かせください。

これからの成長が期待できる新興市場として、イ
ンドには以前から注目していました。そのような
中、Hydrodyne社より、当社の技術力の高さに興味

を持っていただいているとの話をお聞きし、交渉の末に当社
がHydrodyne社の株式の51％を取得し、子会社化しました。
インド市場は現在、政府主導で石油化学産業の振興やインフ
ラ整備等が急速に進められています。当社としては、これか
ら1年かけて生産設備を整え、その後は市場の成長にあわせ
て生産ラインの拡張を考えています。同時に、現地における
営業力の強化と、他の子会社を含めた営業ネットワークの構
築を急ぎ推し進めてまいります。

Q

A

A

インド市場について

Hydrodyne(India)Pvt. Ltd.社の子会社化
当社はこの度、拡大が期待されるインド市場への本格参入

のため、キャンドモータポンプメーカーとしてインド最大手の
Hydrodyne社の株式の51%を取得し、子会社化いたしました。

Hydrodyne社は1973年から、インド・グジャラート州で
シール型ポンプの消耗部品であるメカニカルシールを生産して
いました。1994年から、他社のキャンドモータポンプの修理
に携わったことをきっかけとしてキャンドモータポンプの生産
に取り組むようになり、試行錯誤を繰り返し、技術力をつけて
きました。その結果、現在では年間生産台数約800台、過去納
入実績約4,000台という、インド製キャンドモータポンプの最
大手メーカーの地位を築きあげています。2017年3月時点の
従業員数は113名。標準ラインナップは0.75kW～75kWで、
最大210kWまで製造、納入実績があります。

今後、Hydrodyne社はムンバイ郊外の新工場に移転し、競
争力を強化します。テイコクの技術力、ノウハウを早期に導入

して技術力、品質、生産能力、営業力を向上させ、更なる発展
を目指してまいります。

市場特集

インドは今、世界で最も注目されている市場と言っても過
言ではありません。

世界の新興国の景気が減速する中、インド経済はBRICsの
中で最も高い7％前後の成長率を維持しています。

また、インドでは依然として人口増加が続き、2022年に
は中国を抜き世界最大の人口に達すると見込まれています。そ
して一人当たりGDPが2,000ドルに迫る等、生活水準の向上
も著しく、中間層の大幅な増加による大きなビジネスチャンス
が期待できます。

とりわけ製造業ではモディ政権が掲げる「メーク・イン・
インディア」のもと、チャンスが広がっています。

そのインドで今後注目される市場の1つが石油化学市場です。
インドは原油需要の約8割を輸入に依存していることもあって、
輸入した原油から高付加価値製品を生産する石油化学産業を政
策的に支援しています。これを受け、国営石油会社や財閥系民
間企業による増産投資が続いており、国内エチレン生産能力は
2017年に700万トンの大台に手が届く規模に拡大する見込

みです。
また、インフラ整備率の低さはインドの抱える最大の問題

ですが、その解決のため、電力網の整備や高速鉄道の計画等も
あり、インフラ関連需要にも期待ができる等、当社にとっても
大きなビジネスチャンスが広がっている市場だと言えます。

Topics

また、今回の新工場の建設にあたっては、BCP（事業継続
計画）対策にも注力しました。災害が起こった時でも事業の
継続を可能とするために、厳しい耐震基準による地震対策や、
地上げによる洪水対策等様々な災害対策を施しております。

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

277 270 254
305 335

374 398 407 407

600

720
（単位：万トン）

インドにおけるエチレン生産量の推移及び予想
出典：経済産業省「世界の石油化学製品の今後の需要動向」より

Q

A

新工場の本格稼働でどのような成果が
期待されますか。

今回の新工場の建設を決めた一番の目的は、プラ
ントの巨大化に伴うポンプの「大型化」、様々な周辺
機器を組み込んだ「ユニット化」、そして基本性能の

「高性能化」に対応するためです。これらの大型・複雑・高性
能な製品でも、新工場では一本のラインで生産可能なレイア
ウトにしています。生産力の向上を数字で表せば、中大型ポ
ンプの生産能力は旧工場の1.6倍程度に向上しております。
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11.3％ 2.6％

ポンプ事業 電子部品事業 その他

9,230 9,656 9,279

売上高 営業利益

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

1,166 1,249

756

日本 （単位：百万円）

3,963 4,654 4,493

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

322 389 454

売上高 営業利益

欧米 （単位：百万円）

7,541
6,391 5,505

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

869
637

342

売上高 営業利益

アジア （単位：百万円）

（注）	 1.地域の区分は、地理的近接度を考慮して決定しております。
	 2.本邦以外の区分に属する国及び地域の内訳は、次のとおりであります。（1）欧　米：米国、ドイツ　（2）アジア：中国、台湾、シンガポール、韓国

＊売上高は外部顧客に対する売上高

日本

48.1％
欧米

23.3％

アジア

28.6％

所在地別セグメント

所在地別売上高構成比
当社は、キャンドモータポンプのIoT（モノのインターネット）化の第一弾として、ポンプの

運転状態等を無線で遠隔監視する装置を開発し、2017年3月より提供を開始しました。
開発した装置は、無線監視制御装置と電源部を防爆ボックスに収めたもので、無線ＬＡＮや

携帯電話のネットワークを活用して、ポンプの運転状況、ベアリング等の摩耗状況等の情報を
受け取り、お客様との間で情報を共有することができます。
当社のＴＲＧ／ＴＨＧはベアリング等の摩耗状況やモータの運転状況における不具合の検知、

固形異物のかみ込み等の情報を確認できる監視装置ですが、これまで有線での接続しかできま
せんでした。
防爆対応の遠隔監視装置を導入することにより、防爆エリア内に設置して複数のキャンドモータポンプを遠隔監視できるようになります。

また既に設置済みのシステムにも導入可能で、当社製品以外のポンプやボイラー等の静止機器についても、一定条件の信号を出せる機器で
あれば全て無線遠隔監視が可能となり、監視員の工数削減を図ることができます。長年蓄積してきた知見やノウハウを活用し、予防保全メ
ンテナンスの最適化を実現するソリューションの提供を目指してまいります。

ポンプのIoT化推進
Topics

売 上 高 売 上 高 売 上 高

前期比 前期比 前期比4.7％減 25.0％減 34.9％増

17,334 17,424 16,598

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

2,805 2,907

2,180

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

594

369

498

第111期
（H27.3）

第112期
（H28.3）

第113期
（H29.3）

売上高構成比 売上高構成比 売上高構成比

86.1％

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　ポンプ事業は、国内市場においては、定量注入機器ポンプが
減少したものの、冷凍機・空調機器モータポンプ、半導体機器モー
タポンプ等が増加しました。中国市場においては、ケミカル機
器モータポンプは増加したものの、電力関連機器モータポンプ、
メンテナンス関連等が減少し、米国市場ではケミカル機器モー
タポンプ、冷凍機・空調機器モータポンプ等が増加しました。	
これらに加えて円高による為替換算の影響もあり、売上高は
165億98百万円（前期比4.7%減）、連結売上高に占める割合
は86.1%となりました。また、営業利益は、売上の減少並びに
粗利率の悪化等により15億17百万円（同26.3%減）となりま
した。

　電子部品事業は、熊本地
震の影響等により、売上高
は21億80百万円(前期比
25.0%減)、連結売上高に
占める割合は11.3%となり
ました。	しかし、粗利率の
改善並びに販売費及び一般
管理費の減少等により、営
業利益は１億35百万円（同
67.3%増）となりました。

　その他は、売上高は４億
98百万円（前期比34.9%
増）、連結売上高に占める割
合は2.6%となりました。	
また、営業利益は、売上	
の増加及び粗利率の改善	
等により、59百万円（同
140.5%増）となりました。

セグメント別事業の概況

7 8



特別利益
法人税等合計

69
591

営業外収益
営業外費用

135
74

売上原価
販売費及び一般管理費

12,094
5,471

売上高
20,702

営業利益
2,166

経常利益
2,030

親会社株主に
帰属する
当期純利益
1,420

売上高
19,277

営業利益
1,712

経常利益
1,774

親会社株主に帰属する
当期純利益
1,251

当期 （平成28年4月1日～平成29年3月31日）前期 （平成27年4月1日～平成28年3月31日）

現金及び現金
同等物の期首残高

9,545

現金及び現金
同等物の期末残高

9,051

営業活動による
キャッシュ・フロー

2,298

投資活動による
キャッシュ・フロー
△1,698

現金及び現金同等物
に係る換算差額
△111

財務活動による
キャッシュ・フロー

△982

当期 （平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

科　目 前期末
（平成28年3月31日現在）

当期末
（平成29年3月31日現在）

資産の部

流動資産 21,957 21,464

固定資産 9,190 11,572

有形固定資産 6,836 9,142

無形固定資産 464 436

投資その他の資産 1,889 1,994

資産合計 31,148 33,037

科　目 前期末
（平成28年3月31日現在）

当期末
（平成29年3月31日現在）

負債の部

流動負債 5,468 6,514

固定負債 1,768 1,736

負債合計 7,237 8,250

純資産の部

株主資本 22,632 23,598

その他の包括利益累計額 1,278 1,188

純資産合計 23,910 24,786

負債純資産合計 31,148 33,037

連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

連結貸借対照表

社 名 株式会社帝国電機製作所
TEIKOKU ELECTRIC MFG. CO., LTD.

設 立 昭和14年 9月12日
資 本 金 31億1,811万8,450円
従 業 員 数 連結 1,191名　単体 328名
本 社 〒679-4395

兵庫県たつの市新宮町平野60番地
Tel. 0791-75-0411（代表）

ホームページ http://www.teikokudenki.co.jp/

発行可能株式総数 69,200,000株
発行済株式の総数 20,400,138株
株 主 数 5,112名

国 内 子 会 社 ・株式会社協和電機製作所
・上月電装株式会社
・株式会社帝伸製作所
・株式会社平福電機製作所
・株式会社帝和エンジニアリング

海 外 子 会 社 ・TEIKOKU USA INC.
・大連帝国キャンドモータポンプ有限公司

＊台湾帝国ポンプ有限公司
＊無錫大帝キャンドモータポンプ修理有限公司
＊済南大帝キャンドモータポンプ修理有限公司
＊成都大帝キャンドモータポンプ修理有限公司
＊TEIKOKU KOREA TECHNICAL SERVICE CO.,LTD.

・TEIKOKU SOUTH ASIA PTE LTD.
・TEIKOKU ELECTRIC GmbH
・TEIKOKU KOREA CO.,LTD.
・Hydrodyne(India)Pvt.Ltd.
（注）  ＊は大連帝国キャンドモータポンプ有限公司の 

子会社であります。

会社概要（平成29年3月31日現在） 株式の状況（平成29年3月31日現在）

大株主（上位10名）

株式分布状況

グループ会社（平成29年6月29日現在）

■ 所有者別株式分布状況

■ 所有者別株主分布状況

個人・その他
7,723,764株

（37.88％）

個人・その他
4,920名

（96.26％）

金融商品取引業者
184,766株

（0.91％）

金融機関 25名（0.49％）

外国法人等
5,476,750株

（26.86％）

金融商品取引業者 
18名（0.35％）

その他の法人
3,389,920株

（16.63％）

その他の法人 68名（1.33％）

（注）自己株式
　　（1名12,838株）を
　　控除しております。

金融機関
3,612,100株

（17.72％） 20,387,300株

5,111名

外国法人等 80名（1.57％）

連結財務諸表 会社情報／株式情報

役員（平成29年6月29日現在）

代 表 取 締 役
社長執行役員 宮 地 國 雄 取 締 役

（常勤監査等委員） 田 中 久 継

取 締 役
専務執行役員 中 村 嘉 治 社 外 取 締 役

（監査等委員） 曾 我 　 巖

取 締 役
常務執行役員 白 石 邦 記 社 外 取 締 役

（監査等委員） 林 　 晃 史

取 締 役
執 行 役 員 大 川 貴 広 執 行 役 員 加 減 孝 司

取 締 役
執 行 役 員 舟 橋 正 晴 執 行 役 員 清 水 学 敏

取 締 役
執 行 役 員 頃 安 義 弘 執 行 役 員 山 本 憲 豪

株主名 持株数 持株比率
三菱電機株式会社 2,286,400株 11.21%
KBL EPB S.A. 107704 1,073,701株 5.27%
INTERTRUST TRUSTEES(CAYMAN)LIMITED SOLELY 
IN ITS CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN-UP 1,025,700株 5.03%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 892,100株 4.38%
刈田耕太郎 527,444株 2.59%
徳永耕造 515,400株 2.53%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 469,100株 2.30%
帝国電機取引先持株会 433,400株 2.13%
江頭憲治郎 419,952株 2.06%
株式会社三井住友銀行 410,000株 2.01%

（注）持株比率は自己株式（12,838株）を控除して計算しております。

（注）  在外子会社の収益及び費用は、従来、それぞれの決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当連結会計年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。
なお、前連結会計年度につきましても遡及適用した金額を記載しております。
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